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親会社等に関する事項について 

 

 

 

１．親会社の商号等 

親会社等 属性 
親会社等の 

議決権所有割合（％）

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

株式会社アルゴグラフィックス 親会社 50.8% 株式会社東京証券取引所市場第一部

セイコーインスツル株式会社 

上場会社が他

の会社の関連

会社である場

合における当

該他の会社 

20.9％ ― 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由 

名称 理由 

株式会社アルゴグラフィックス 当社に対する議決権所有割合が 50％を超えており、連結子会社である。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

① 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関

係や人的・資本的関係 

 

株式会社アルゴグラフィックスは、当社の議決権の 50.8%を所有する親会社です。当社は親会社

の企業グループの中で、唯一 EDA 製品の開発・販売・コンサルテーション事業を行っております。

また、当社と親会社の企業グループとの間の取引は、当社製品の販売取引及び同社から商品仕入

取引等がありますが、その金額・頻度とも非常に限られたものとなっております。 

セイコーインスツル株式会社は、当社の議決権の 20.9%を所有しており、当社製品の販売取引及

び同社への販売促進費の支払がありますが、その金額・頻度とも非常に限られたものとなってお

ります。 

 

 



（役員の兼務状況）           平成 19 年 3 月 31 日現在 

役職 氏名 
親会社等又はそのグループ 

企業での役職 
就任理由 

社外取締役 藤澤 義麿 ㈱アルゴグラフィックス 

代表取締役社長執行役員 

経営者としての豊富な経験と高い見

識が、当社のコーポレート・ガバナン

スの一層の充実に有用と判断し、当社

から就任を依頼。 

社外取締役 斎藤 成一郎 ㈱アルゴグラフィックス 

取締役常務執行役員 

経営全般に助言をいただくことで、管

理体制がさらに強化できると判断し、

当社から就任を依頼。 

社外取締役 新保 雅文 セイコーインスツル㈱ 

代表取締役社長 

経営者としての豊富な経験と高い見

識が、当社のコーポレート・ガバナン

スの一層の充実に有用と判断し、当社

から就任を依頼。 

社外監査役 伊藤 俊彦 ㈱アルゴグラフィックス 

執行役員経営企画室長 

監査体制の一層の充実をはかるため、

当社から就任を依頼。 

 

② 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やそ

のグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等 

 

当社は親会社等の企業グループの中で、唯一 EDA 製品の開発・販売・コンサルテーション事業

を行っており、各グループ内での取引も極めて限られたものであります。 

また、事業活動を行う上での承認等に関しても制約は全く受けておらず、独立した経営を行っ

ております。 

 

③ 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業との取

引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等がある中における、親会

社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

 

当社は親会社等の企業グループの中で、唯一 EDA 製品の開発・販売・コンサルテーション事業

を行っており、各グループ内での取引も極めて限られたものであることから、当社の自由な事業

活動を阻害する状況にはないと考えております。また、当社取締役 7名のうち親会社等の兼務取

締役は 3名であり、その就任も当社からの要請に基づくものであることから、独自の経営判断が

行える状況にあると考えております。 

 

④ 親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

 

親会社等の企業グループとの事業の棲み分け、親会社等兼務取締役の就任状況等から、独自の

経営判断ができる状況にあると判断いたしております。 

 

 

４．親会社等との取引に関する事項 

平成 19 年 5 月 15 日発表の「平成 19 年 3 月期決算短信」の「関連当事者との取引（27 ページ）」に

記載のとおりであります。 

 

以 上 


